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１ 令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市

（１）　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

第1款 下 水 道 事 業 収 益
円 円 円

13,190,048,000 △ 192,220,000 0

第1項 営 業 収 益 10,658,924,000 △ 560,888,000 0

第2項 営 業 外 収 益 2,531,120,000 0 0

第3項 特 別 利 益 4,000 368,668,000 0

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　

当初予算額 補正予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

第1款 下 水 道 事 業 費
円 円 円 円 円

12,843,513,000 △ 143,146,000 0 0 0

第1項 営 業 費 用 11,792,163,000 △ 168,475,000 0 △ 1,769,000 0

第2項 営 業 外 費 用 1,025,876,000 25,329,000 0 1,769,000 0

第3項 特 別 損 失 5,474,000 0 0 0 0

第4項 予 備 費 20,000,000 0 0 0 0
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下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
合　　　計

円 円 円
12,997,828,000 12,860,448,970 △ 137,379,030

10,098,036,000 9,937,527,452 △ 160,508,548
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税　741,469,060
円）

2,531,120,000 2,548,880,233 17,760,233 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  12,907,164円）

368,672,000 374,041,285 5,369,285 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  168,250円）

　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

不　用　額 備　　　　　考
小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

円 円 円 円 円 円
12,700,367,000 0 12,700,367,000 12,541,816,185 0 158,550,815

11,621,919,000 0 11,621,919,000 11,486,270,810 0 135,648,190
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 395,120,642
円）

1,052,974,000 0 1,052,974,000 1,052,935,655 0 38,345
（うち，消費税及び地方消
費税納付額　199,710,300
円）

5,474,000 0 5,474,000 2,609,720 0 2,864,280
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 106,639円）

　20,000,000 0 20,000,000 0 0 20,000,000
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（４）過年度分損益勘定留保資金 円

（５）当年度分損益勘定留保資金 円

計 円

円（３）減債積立金取り崩し額 311,383,884

497,591,842

（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

第1款 資 本 的 収 入

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

円 円 円 円

1,953,900,000 675,700,000

4,685,672,000 386,463,000 5,072,135,000 1,251,852,927

第2項 国 庫 補 助 金 1,012,273,000 346,026,000 1,358,299,000 467,265,550

第1項

第3項 出 資 金 1,421,135,000 167,000,000 1,588,135,000

企 業 債 2,004,500,000 △ 50,600,000

0

0

第6項 受 益 者 負 担 金 34,696,000 △ 18,000,000 16,696,000

第4項 他 会 計 負 担 金 105,663,000 0 105,663,000

0

支　　　出

第7項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
流 用
増 減 額

小　　　計
地方公営企業法
第26条の規定
による繰越額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

円 円 円 円 円 円
第1款 9,533,406,000 272,007,000 0 9,805,413,000 1,771,219,769

第1項 建 設 改 良 費 4,143,996,000 272,007,000 0 4,416,003,000 1,771,219,769 0

21,775,000

0

0

5,387,415,000

400,000

4,871,782,592

0 00

3,829,010,323

0第2項

第3項 諸 支 出 金

第4項 その他資本的支出

（２）過年度繰越工事資金

１　決算額において，資本的収入額（翌年度繰越財源充当額43,194,000 円を除く）が資本的支出額に

円

企 業 債 償 還 金 5,387,415,000

0 1,595,000

108,887,377工 事 負 担 金

円

 不足する額 4,871,782,592 円は，次のとおり補てんした。

（１）当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 212,021,543

第5項

1,595,000 0 0

107,404,000

資 本 的 支 出

△ 57,963,000 49,441,000

0 0 400,000 0 0
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円

14,938,000 円当年度分損益勘定留保資金

国庫補助金 90,434,000

167,700,000

円

円

工事負担金 31,482,193

当年度分損益勘定留保資金 109,170,207

未借入企業債

国庫補助金

未借入企業債

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　　　　　　　考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合　　　計

4,246,126,569 △ 2,077,861,358
円 円 円 円

　0 6,323,987,927

1,585,100,000 △ 1,044,500,0002,629,600,0000

0 1,825,564,550 961,216,600 △ 864,347,950

0 1,588,135,000 1,469,576,461 △ 118,558,539

△ 1,310,470 　

0 105,663,000 105,663,691 691 　

△ 49,144,0900

0 16,696,000 15,385,530

0 1,000 0 △ 1,000

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
合　　　計

備　　　　　考
合　　　計

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

円
02,263,228,500

円

2,263,228,500

円 円
 2,263,228,500 238,689,108

06,187,222,769

円
9,074,715,16111,576,632,769

円

191,667,100

5,387,415,000 0

0

2200

（１）公共下水道建設費

0

２　建設改良費(公共下水道建設費，特定環境保全公共下水道建設費，施設改良費)の翌年度繰越額

 

 

308,000,000円

　2,263,228,500 円は，次のとおり財源として充当する。

既収入特定財源 円43,194,000

5,387,414,780

0

（うち，仮払消費税
及び仮払地方消費税
313,412,333円）

400,000  

3,685,705,381 2,263,228,500 238,288,888

未借入企業債

0

1,595,000

0

1,595,000

400,000 0

109,184,287158,328,377

円

（３）施設改良費

円

0

（２）特定環境保全公共下水道建設費

535,400,000 国庫補助金 293,605,000

円

円

当年度分損益勘定留保資金

477,638,000 円

00

4



（単位：円）

１

(1) 7,229,028,640

(2) 1,721,147,180

(3) 5,156,500

(4) 185,087,838

(5) 55,638,234 9,196,058,392

２

(1) 464,829,000

(2) 353,715,941

(3) 2,429,102,366

(4) 19,137,595

(5) 26,860,775

(6) 422,778,848

(7) 396,790,789

(8) 377,928,184

(9) 48,304,000

(10) 6,460,202,281

(11) 91,500,389 11,091,150,168

営　業　損　失 1,895,091,776

３

(1) 2,405,923,986

(2) 130,545,462 2,536,469,448

４

(1) 852,973,823

(2) 53,162,561 906,136,384 1,630,333,064

経　常　損　失 264,758,712

５

(1) 1,985,854

(2) 3,218,436

(3) 368,668,745 373,873,035

６

(1) 1,111,337
(2) 1,391,744 2,503,081 371,369,954

106,611,242

0

311,383,884

417,995,126

長期前受金戻入

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

支 払 利 息

２　 令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

営 業 収 益

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

その他特別利益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 収 益

資 産 減 耗 費

特 別 損 失

引 当 金 戻 入

雑 支 出

  当 年 度 純 利 益

過年度損益修正損

処 理 場 費

売 電 事 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

営 業 費 用

水 質 規 制 費

その他の営業収益

売 電 事 業 費

  その他未処分利益剰余金変動額

  当年度未処分利益剰余金

  前年度繰越利益剰余金

普 及 指 導 費

流 域 下 水 道 費

業 務 費

総 係 費
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資本金

受贈財産評価額 国庫補助金
そ   の   他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　　　計

前年度末残高 59,509,626,770 180,876,435 0 40,432,461 221,308,896

前年度処分額 969,324,166 0 0 0 0

議会の議決による処分額 969,324,166 0 0 0 0

資本金への組入れ 969,324,166 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

60,478,950,936 180,876,435 0 40,432,461 221,308,896

当年度変動額 1,469,576,461 0 15,000,000 0 15,000,000

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 1,469,576,461 0 0 0 0

国庫補助金の受入 15,000,000 15,000,000

受贈財産 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0

61,948,527,397 180,876,435 15,000,000 40,432,461 236,308,896

 （単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

61,948,527,397 236,308,896 417,995,126

311,383,884 0 △ 417,995,126

資本金への組入れ 311,383,884 0 △ 311,383,884

減債積立金への積立て 0 0 △ 106,611,242

（繰越利益剰余金）

62,259,911,281 236,308,896 0

議会の議決による処分額

 

当年度末残高

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

４　令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書　（案）

資本金
資　　本　　剰　　余　　金

３   令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（単位：円）

資本合計

減債積立金 建設改良積立金
未処分利益
剰   余   金

利益剰余金
合          計

311,383,884 299,669,026 1,091,815,184 1,702,868,094 61,433,803,760

122,491,018 0 △ 1,091,815,184 △ 969,324,166 0

122,491,018 0 △ 1,091,815,184 △ 969,324,166 0

0 0 △ 969,324,166 △ 969,324,166 0

122,491,018 0 △ 122,491,018 0 0

（繰越利益剰余金）

433,874,902 299,669,026 0 733,543,928 61,433,803,760

△ 311,383,884 0 417,995,126 106,611,242 1,591,187,703

△ 311,383,884 0 311,383,884 0 0

0 0 0 0 1,469,576,461

0 0 0 0 15,000,000

0 0 0 0 0

0 0 106,611,242 106,611,242 106,611,242

（当年度未処分利益剰余金）

122,491,018 299,669,026 417,995,126 840,155,170 63,024,991,463

     　　  剰　　余　　金

利　益　剰　余　金

8



（単位：円）

１

(1)　

イ 6,095,191,443

ロ 10,962,538,583

△ 6,108,670,852 4,853,867,731

ハ 238,690,242,260

△ 103,755,792,352 134,934,449,908

ニ 41,751,261,700

△ 27,142,827,383 14,608,434,317

ホ 17,442,891

△ 7,921,221 9,521,670

ヘ 30,954,808

△ 24,437,514 6,517,294

ト 2,203,952,028

162,711,934,391

(2)

イ 1,035,065,072

1,035,065,072

(3)

イ 1,116,000

ロ 146,030

投資その他の資産合計 1,262,030

163,748,261,493

２

(1) 1,495,901,660

(2)  2,158,832,135

△ 43,565,995 2,115,266,140

(3) 307,140,900

(4) 6,716,431

3,925,025,131

167,673,286,624

前 払 金

貸 倒 引 当 金

５    令 和 ３年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

土 地

建 物

減価償却累計額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具,器具及び備品

減価償却累計額

流 動 資 産

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

減価償却累計額

未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

有形固定資産合計

投資その他の資産

構 築 物

資 産 合 計

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無形固定資産合計

そ の 他 投 資

出 資 金

建 設 仮 勘 定

現 金 預 金

9



３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 37,135,207,440

37,135,207,440

(2)

イ 717,846,303

717,846,303

37,853,053,743

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,307,569,146

5,307,569,146

(2)

イ 662,349,401

ロ 1,159,735,663

ハ 116,602,500

1,938,687,564

(3)

イ 51,032,244

ロ 9,662,418

60,694,662

(4) 22,540,318

7,329,491,690

５

(1) 114,799,037,600

　 △ 56,187,384,442 58,611,653,158

(2) 854,096,570

59,465,749,728

104,648,295,161

６

(1) 61,948,527,397

61,948,527,397

７

(1)

イ 180,876,435

ロ 15,000,000

ハ 40,432,461

236,308,896

(2)

イ 122,491,018

ロ 299,669,026

ハ 417,995,126

( 106,611,242)

( 311,383,884)

840,155,170

1,076,464,066

63,024,991,463

167,673,286,624負 債 資 本 合 計

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金

剰 余 金

建設改良積立金

（うち当年度純利益）

その他資本剰余金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利益剰余金合計

資 本 金

国 庫 補 助 金

建設仮勘定長期前受金

負　　 債　　 の　　 部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

退職給付引当金

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金 合 計

流 動 負 債

その他流動負債

資 本 金

法定福利費引当金

未払消費税及び未払地方消費税

未 払 金

そ の 他 未 払 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

引 当 金

営 業 未 払 金

賞 与 引 当 金

資　　 本　　 の　　 部

収 益 化 累 計 額

資本剰余金合計

資 本 金 合 計

（うちその他未処分利益剰余金変動額）

当年度未処分利益剰余金
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   建物   １５～５０年 

     構築物  ５０年 

     機械及び装置  ８～２０年 

  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   施設利用権      ２０年 

 

 ２ 引当金の計上方法 

  退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額に相当する金額を計

上している。 

  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負

担に属する額を計上している。 

  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基

づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の平均に基づき回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した管渠等の評価額は 309,836,542 円である。 
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Ⅲ．貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含

む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 321,235,169 円である。 

 

 ２ 引当金の取崩し 

  退職給付引当金の取崩し 

令和３年度において，退職手当として 100,293,921 円を支給することとなったため，退職給付引当金

100,293,921 円を取り崩した。 

  賞与引当金の取崩し 

令和３年度において，期末手当及び勤勉手当として 131,861,360 円を支給することとなったため，賞与

引当金 49,814,722 円を取り崩した。 

  法定福利費引当金の取崩し 

令和３年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 25,022,892 円を支出することと

なったため，法定福利費引当金 9,612,689 円を取り崩した。 

  貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において，平成２８年度下水道使用料の不納欠損処理のため，貸倒引当金 6,796,129 円を取

り崩した。 

 ３ 繰延収益 
   償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延収益に計上した上

で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  20,888,675 円 

   １年超  43,145,701 円 

    計  64,034,376 円 
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